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地域脱炭素モデルのイメージ（案）について 
 
 
 
 
１．再生可能エネルギーを活用した電動車の普及促進                                 
 
 
 
 
 
 
 

〇EV車を公用車に導入し、平日は、EV車を公用車として利用 
〇休日は、民間事業者との連携によるEV車に特化したカーシェアリング 
〇公共施設にソーラーカーポートの設置や再エネ100％の電力を導入し、 

EV車を再エネ由来の電気で充電 
 
 
 
 
 
 
 
＜イメージ図が示す将来像＞                  ＜他市事例 ― 静岡県小田原市＞      ※出典：小田原市ホームページ 
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第２次計画では、４つの基本方針を横断する基盤的な施策の設定を検討しています。基盤的施策のイメージとしては、分野を横断し、地域の脱炭素につながる

モデル的な事業となるもので、このモデルを市域に広げていくことで地域の脱炭素を目指します。以下に示した事業は、他市事例を参考としたイメージです。 

＜枚方市の現状＞ 
●大型太陽光発電設備「枚方ソラパ（600kW）」の運用、清掃工場での廃熱を利用した発電 
●公用車への環境に配慮した次世代自動車の導入 
（電動車３台、ハイブリッド車６台、天然ガス車４台、公共施設６か所に電動車用充電設備） 

枚方市の公共施設では、再生可能エネルギーとしては、太

陽光発電、廃棄物発電を導入しています。今後は、市域や

公共施設において、小水力や風力などについても導入の可

能性について検討を行う。また、水素の活用などについて

も検討する。 

枚方市の公共交通機関としては、京阪本線、JR 学研都市線、

京阪バスがあり、実質ゼロの実現に向けては、電動化及び

電力の低炭素エネルギー化とともに、公共交通機関の利用

促進を進めていく。 

小田原市役所ステーションに設置された２台の EV は、平日 8:00～18:00 は法人枠時
間として確保、公用車として市の職員が活用しています。平日の法人枠以外の時間帯
及び土日については、市民の方々をはじめとした一般ユーザーの方向けに開放されて
います。 
予約・解錠・施錠・返却をスマートフォンの専用アプリで一括管理しており、鍵の受
け渡し業務が簡略化されるため負担が軽減。また、空き状況もスマートフォンで確認
できるため、突然の外出にも早急に対応可能です。 
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２．電動車を地域防災に活用                                            
 
 
 
 
 
 
 

〇EV車を公用車に導入 
〇災害時にEV車を非常用電源として活用 

〇公共施設にソーラーカーポートの設置や再エネ100％の電力を導入し、 
EV車を再エネ由来の電気で充電 

 
 
 
 
 
 

＜イメージ図が示す将来像＞    ＜他市事例 ― 神奈川県横浜市＞                  ※出典：横浜市ホームページ 
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＜枚方市の現状＞ 
●１次避難所であるサプリ村野と小学校６校の計７施設に出力 10kW の太陽光発電

設備と 5kWh の蓄電池を設置 

一次避難所などにおいて、再

生可能エネルギーによる分

散型電源を確保し、災害時の

エネルギーとして、市民が活

用する。 

○発災時における対応実績 
 

・昨年の千葉県の大規模停電の際、日産

リーフが支援に駆け付けました。横浜

市では、市が所有する外部給電器４台

を貸し出しました。 

・現地では、保育所での扇風機、洗濯機

等への給電や給水所の照明への給電

などに活用され、「移動手段がそのま

ま発電に仕えて便利」、「蓄電量が大き

いので長時間の使用も安心」といった

声をいただくなど、EV の蓄電機能の

有用性を確認できました。 
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３．市域の公共施設を電力消費に伴う二酸化炭素排出量実質ゼロ化                           
 
 
 
 
 
 
 

〇清掃工場の廃棄物発電や敷地内の大型太陽光発電での発電電力を学校や 
公共施設で活用（地域マイクログリッドや自己託送制度の活用） 

〇学校や公共施設で太陽光発電設備を導入し、自家消費（PPAモデル等） 
〇学校や公共施設での最大限の省エネ化 
〇再エネで賄えない電力は、再エネ100％電気を購入 
 

 
 
 
 
 
 

＜イメージ図が示す将来像＞     ＜他市事例 ― 神奈川県横浜市＞                  ※出典：横浜市ホームページ 
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＜枚方市の現状＞ 
●小学校 14 校、中学校 1 校、その他公共施設 15 施設に太陽光発電設備を設置 
●輝きプラザきらら及び中央図書館にて、ESCO 事業により、省エネ改修を実施 

学校やその他の公共施設に

おいて、再エネを自家消費、

不足分については、再エネ

100％電気を地域新電力会社

などから購入し、電力由来の

CO2実質ゼロを実現する。 

公共施設での再エネ
電源の確保 

市域の公共施設で活用 
（電力のカーボンフリー） 
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４．地域新電力を活用した地域内での再エネの地産地消                                
 
 
 
 
 
 
 

〇自治体地域新電力の設立、もしくは地域新電力会社との連携 
〇地域内の卒 FIT 電力、公共施設の再エネを地域内で相対取引 

〇公共施設、家庭、事業者が再エネを自家消費、不足分を 
地域新電力会社から購入 

〇地域内で民間事業者との連携によるZEHの普及拡大 
〇民間事業者によるPPAによる家庭・事業所への再エネ導入 
 
 
 
 

 
 

＜イメージ図が示す将来像＞     ＜他市事例 ― 奈良県生駒市＞                  ※出典：生駒市ホームページ 
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＜枚方市の現状＞ 
●市内における FIT（固定価格買取制度）に認定された太陽光発電設備の件数 
    10kW 未満：7,118 件、10kW 以上：507 件（令和 3 年 3 月末現在） 
 

家庭や民間事業者は、再エネ

を自家消費、不足分について

は、再エネ 100％電気を地域

新電力会社などから購入し、

電力由来の CO2 実質ゼロを

実現する。 


